
(証券コード 3277)

平成28年３月11日

株 主 各 位
東京都千代田区神田司町二丁目１番地

株式会社サンセイランディック

代表取締役社長 松 﨑 隆 司

第40回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第40回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に賛否をご表示いただき、平成28年３月28日（月曜日）午後６時30分までに到着す
るようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 平成28年３月29日（火曜日）午前10時（受付開始午前９時）
２．場 所 東京都千代田区神田美土代町７番地 住友不動産神田ビル２階

ベルサール神田
３．目的事項

報告事項 １．第40期（平成27年１月１日から平成27年12月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

２．第40期（平成27年１月１日から平成27年12月31日まで）計算書
類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役１名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項
　代理人により議決権を行使される場合には、議決権を有する株主に委任する場
合に限られます。なお、代理人は１名とさせていただきます。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を、会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、本招集ご通知添付書類及び株主総会参考書類の内容について、株主総会の
前日までに修正すべき事情が生じた場合には、書面による郵送または当社ウェブサ
イト（http://www.sansei-l.co.jp/）において、掲載することによりお知らせいた
します。
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（添 付 書 類）

事 業 報 告

（平成27年１月１日から
平成27年12月31日まで）

　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢改善、底堅い個

人消費などに支えられて緩やかな景気回復を続けておりますが、原油価格の下

落や中国を始めとするアジア新興国等の景気の下振れ懸念等、海外を起因とす

る不安定要素が、我が国の景気を下押しするリスクに留意する必要があります。

当社グループが属する不動産業界におきましては、オフィスをはじめとする

賃貸市場は引続き堅調、売買市場における首都圏のマンションの総販売戸数は

横ばいとなっておりますが、金融資本市場の政策の下支えもあり、今後も底堅

く推移することが見込まれます。

このような状況の中で、平成27年度を初年度とした中期経営計画に基づき、

「不動産権利調整のスペシャリストとしてお客様に最適なソリューションを提供

していく」をテーマに、仕入情報チャネルの拡大を図り、安定的な事業成長の

継続のために注力してまいりました。

販売につきましては、物件の販売が順調に推移したなかで、売上件数及び売

上単価が増加いたしました。仕入につきましては、今後の利益の源泉となる物

件の仕入拡大を図り、販売用不動産は7,699百万円に積み上げることができまし

た。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高11,567百万円（前年同期比10.8

％増）、営業利益1,299百万円（前年同期比7.9％増）、経常利益1,196百万円（前

年同期比14.6％増）、当期純利益724百万円（前年同期比15.6％増）となりまし

た。

セグメント別の概況は次のとおりであります。

（不動産販売事業）

不動産販売事業におきましては、底地350件、居抜き32件、所有権24件の販売

を行いました。底地におきましては、旧借地法・借家法に基づく底地以外に、

定期借地権付き土地の権利調整に取り組み、売上高及び販売件数ともに増加い

たしました。居抜きにおきましては、販売件数は減少したものの、売上高は増

加いたしました。所有権におきましては、売上高、件数ともに減少いたしまし

た。

その結果、売上高は10,240百万円（前年同期比15.9％増）となり、セグメン

ト利益は2,018百万円(前年同期比13.4％増)となりました。
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（建築事業）

建築事業におきましては、消費税駆け込み需要の反動や申込みから着工まで

に時間を要したことにより、売上高及び販売件数が減少いたしました。

その結果、売上高は1,358百万円（前年同期比16.4％減）となり、セグメント

損失は38百万円(前年同期は35百万円のセグメント利益)となりました。

(2) 設備投資の状況

当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は55百万円であり、その主な内

容は、不動産販売事業における基幹業務システム構築費用、建築事業における

展示場新設費用であります。

　

(3) 資金調達の状況

金融機関からの借入金及び社債の状況は次のとおりであります。

（単位：百万円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

短 期 借 入 金 1,957 8,032 6,360 3,629

長 期 借 入 金 292 50 126 216

社 債 159 － 55 104

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

(5) 事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。
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(8) 対処すべき課題

当社は、「不動産権利調整のForerunner（先駆者）であり続けること」を経営

ビジョンとして掲げ、「既存事業を太くし、これまで培ってきた権利調整ノウハ

ウを活かした新たな事業展開」を中期経営目標としております。今後、顧客ニ

ーズに適応したサービスの充実、様々な顧客開拓を進めていくために、当社が

取り組むべき主要な課題は以下のとおりです。

① 既存事業の安定と拡大

主に当社の取り扱う旧借地法・借家法が適用される底地は、今後増加する

ことがないため数量に限りがあると言えます。

しかし、当社が買取りを行う底地は、一般の借地権の世帯数に対してはご

く限られた数であり、当社が関わっていない潜在的な底地の市場は相当数あ

ると考えております。当社は、これまで培ってきた不動産権利調整ノウハウ

を活かし、オーナーズパートナーやコンサルティングサービスを提供するこ

とにより、今まで接点のなかった土地所有者の囲い込みを実現し、既存事業

の持続的かつ安定的な拡大を図ることができると考えております。このよう

な「底地シェア拡大」のために、専門部署による提供するサービスの強化と

社員研修などを通じたコンサルティング能力の向上に取り組む方針でありま

す。

② 権利調整能力（ヒューマンスキル）を高める人材育成

当社の事業は、顧客のニーズに合わせたきめ細かいコンサルティングを提

供することが求められており、業務を行うためには、不動産に係る幅広い法

令や業務に関する知識が求められ、また、土地所有者、借地権者と交渉を進

めるにあたって高いコミュニケーション能力が求められます。従って、ＯＪ

Ｔ方式による徹底した人材教育を行うこと及び宅地建物取引士のみならず、

不動産コンサルティングマスター、ファイナンシャルプランナー等の資格取

得を積極的に推進させ、権利調整能力の向上を図り、不動産権利調整のスペ

シャリストを育成し、他社との差別化を進める方針であります。

③ 物件情報の収集力の強化

当社は、仕入れ物件情報の大半を不動産仲介業者から入手しておりますが、

金融機関や税理士などからの情報入手も増えており、情報チャネルの多様化

が見られます。今後も継続的な成長を図るべく、既存情報入手先との良好な

取引関係を維持するとともに、業務提携等による関係強化を行い、優良な情

報の確保を進める方針であります。

また、ポータルサイト（底地.com）の充実や個人向けセミナーの開催など

を通じて、不動産に関するよろず相談窓口を設けることにより、土地所有者

との直接取引の拡大も目指しております。
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(9) 財産及び損益の状況の推移

期 別
区 分

第37期
平成24年12月期

第38期
平成25年12月期

第39期
平成26年12月期

第40期
(当連結会計年度)
平成27年12月期

売 上 高 (千円) 9,475,369 9,187,790 10,443,511 11,567,883

経 常 利 益 (千円) 436,999 809,904 1,044,209 1,196,317

当 期 純 利 益 (千円) 233,224 455,664 626,314 724,011

１株当たり当期純利益 ( 円 ) 33.80 66.04 90.23 90.08

純 資 産 (千円) 3,432,778 3,867,704 5,261,519 6,034,445

総 資 産 (千円) 7,092,582 8,918,899 8,792,809 11,397,504

１ 株 当 た り 純 資 産 額 ( 円 ) 497.51 560.55 664.77 744.23

(注）１株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づき算出しております。

　

(10)重要な親会社及び子会社の状況

① 重要な親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名
資本金
(千円)

当社の出資割合
(％)

主要な事業内容

㈱One's Life ホーム 20,000 100.0 建築設計、施工

　

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。

(11)主要な事業セグメント（平成27年12月31日現在）

当社グループは、底地の仕入れ及び権利調整を行う「不動産販売事業」及び

戸建の販売、リフォーム工事を行う「建築事業」を展開しております。

　

― 5 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年03月02日 16時12分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



(12)主要な事業所（平成27年12月31日現在）

会 社 名 事 業 所 所 在 地

当 社

本 店
東京都千代田区神田司町二丁目１番地
オーク神田ビル７階

札 幌 支 店
北海道札幌市中央区北三条西二丁目２番地１
日通札幌ビル７階

仙 台 支 店
宮城県仙台市若林区新寺一丁目２番26号
小田急仙台東口ビル８階

武 蔵 野 支 店
東京都三鷹市下連雀三丁目15番20号
ＭＳＫリトルハイム１階

横 浜 支 店
神奈川県横浜市西区北幸一丁目４番１号
横浜天理ビル20階

名 古 屋 支 店
愛知県名古屋市中区丸の内二丁目18番25号
丸の内ＫＳビル９階

大 阪 支 店
大阪府大阪市中央区平野町三丁目６番１号
あいおいニッセイ同和損保御堂筋ビル３階

福 岡 支 店
福岡県福岡市中央区天神一丁目13番21号
天神商栄ビル５階

㈱One's Life ホーム

本 社
東京都世田谷区太子堂四丁目１番１号
キャロットタワー14階

桜 展 示 場 東京都世田谷区桜三丁目24番８号

駒 沢 展 示 場 東京都世田谷区深沢四丁目26番地

　

(13)使用人の状況（平成27年12月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減

155名 15名増

(注）使用人数は臨時雇用者数（派遣社員、パート、アルバイト）を含んでおりません。

② 当社の使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

129名 14名増 35.3歳 5.6年

(注）使用人数は臨時雇用者数（派遣社員、パート、アルバイト）を含んでおりません。
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(14)主要な借入先（平成27年12月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

㈱ 北 海 道 銀 行 370,000千円

㈱ 関 西 ア ー バ ン 銀 行 334,500千円

㈱ 福 岡 銀 行 330,000千円

㈱ 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 315,000千円

㈱ 北 洋 銀 行 265,000千円

㈱ み ず ほ 銀 行 254,700千円

㈱ 十 六 銀 行 236,500千円

城 北 信 用 金 庫 214,000千円

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 174,610千円

興 産 信 用 金 庫 170,000千円

　

(15)その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の状況に関する事項（平成27年12月31日現在）

(1) 株式に関する事項

① 発行可能株式総数 24,000,000株

② 発行済株式の総数 8,108,500株（自己株式148株を含む）

③ 株主数 5,818名

④ 大株主（上位10位）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

松 﨑 隆 司 1,323,680株 16.3％

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 1,132,700株 14.0％

松 浦 正 二 486,600株 6.0％

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 406,000株 5.0％

㈱ Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 337,000株 4.2％

小 澤 順 子 321,000株 4.0％

久 富 哲 也 315,300株 3.9％

小 澤 亮 介 155,000株 1.9％

菊 池 由 佳 155,000株 1.9％

小 澤 勇 介 155,000株 1.9％

小 澤 謙 伍 155,000株 1.9％

（注）持株比率は自己株式（148株）を控除して計算しております。

　

⑤ その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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(2) 新株予約権等に関する事項

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

発行決議の日 平成23年８月12日開催の取締役会決議による新株予約権

新株予約権の数 6,290個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
314,500株（注）１
（新株予約権１個当たり50株）

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使価額 500円

新株予約権の行使期間 平成25年８月26日～平成30年８月25日

新株予約権の行使の条件 （注）２

役員の保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

保有者数 1名
保有数 100個
目的である株式の数 5,000株

監査役 ―

(注）１．平成23年８月31日付株式分割（１株につき50株の割合）による分割後の株式数に換算して
記載しております。

２．新株予約権の行使の条件
(1) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人のうち１名に限って、相続人にお

いて新株予約権を行使することができる。
(2) 新株予約権者は、割当てられた新株予約権個数のうち、その全部又は一部につき新株予

約権を行使することができる。ただし、新株予約権１個を分割して行使することはでき
ない。

(3) 本件新株予約権の割当てを受けた者が当社又は当社子会社の取締役、監査役、顧問、従
業員の何れの地位をも失った場合、その後、本件新株予約権を行使することはできない。
ただし、任期満了による退任、定年退職又は当社の都合によりこれらの地位を失った場
合はこの限りでない。

(4) 新株予約権者は、禁固以上の刑に処せられた場合、懲戒処分による解雇の場合、株主総
会決議による解任の場合のいずれかに該当することとなった場合、本新株予約権を行使
することはできないものとする。

(5) 当社が発行する株式に係る株券が日本国内の金融商品取引所において上場されるまでは、
本件新株予約権を行使することはできない。

(6) その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と本件新株予約権
の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状

況

　 該当事項はありません。

③ その他新株予約権等に関する重要な事項

　 該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役に関する事項（平成27年12月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 松 﨑 隆 司

専 務 取 締 役 松 浦 正 二
経営企画室長
㈱One's Life ホーム 取締役

取 締 役 佐 藤 厚 営業本部長

取 締 役 永 田 武 司 管理本部長

取 締 役 高 橋 廣 司
㈱プロネット 代表取締役社長
㈱パルコ 社外取締役
㈱ヒューマンウェブ 社外取締役

常 勤 監 査 役 金 丸 結 城
㈱One's Life ホーム 社外監査役
㈱SPinno 社外監査役

監 査 役 榎 園 利 浩 東京晴和法律事務所 パートナー

監 査 役 荒 巻 善 宏 税理士法人チェスター 代表

(注) １．取締役高橋廣司氏は、社外取締役であります。
２．常勤監査役金丸結城、監査役榎園利浩及び荒巻善宏の３氏は、社外監査役であります。
３．常勤監査役金丸結城及び監査役荒巻善宏の両氏は、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有するものであります。
４．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。
　①平成27年３月30日開催の第39回定時株主総会において、松﨑隆司、松浦正二、佐藤厚、永

田武司及び高橋廣司の５氏が取締役に選任され、同日付で重任いたしました。
　②平成27年３月30日開催の第39回定時株主総会において、金丸結城氏が監査役に選任され、

同日付で重任いたしました。また、新たに榎園利浩及び荒巻善宏の両氏が監査役に選任さ
れ、同日付で就任いたしました。

　③監査役佐藤増生及び監査役関瑛士の両氏は、平成27年３月30日開催の第39回定時株主総会
終結の時をもって、任期満了により退任いたしました。

　④平成27年３月30日開催の取締役会において、松﨑隆司氏が代表取締役社長に、松浦正二氏
が専務取締役に選任され、同日付で重任いたしました。

５．取締役高橋廣司、常勤監査役金丸結城、監査役榎園利浩及び荒巻善宏の４氏は、株式会社
東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

　

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役全

員との間に会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており

ます。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としておりま

す。
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(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
(うち社外取締役)

５名
( １)

101,790千円
( 7,110)

監 査 役
(うち社外監査役)

５名
( ５)

16,498千円
( 16,498)

合 計
(うち社外役員)

10名
( ６)

118,288千円
( 23,608)

(注) １．支給額には、使用人分給与は含まれておりません。
２．株主総会の決議による取締役の報酬限度額は、年額130,000千円以内（但し、使用人分給与

は含まない。）であります。（平成17年３月21日開催の第29回定時株主総会決議）
３．株主総会の決議による監査役の報酬限度額は、年額20,000千円であります。（平成17年３月

21日開催の第29回定時株主総会決議）

　

(4) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

地位 氏名 兼職する法人等 兼職の内容

取 締 役 高 橋 廣 司

㈱プロネット

㈱パルコ

㈱ヒューマンウェブ

代表取締役社長

社外取締役

社外取締役

常勤監査役 金 丸 結 城
㈱One's Life ホーム

㈱SPinno

社外監査役

社外監査役

監 査 役 榎 園 利 浩 東京晴和法律事務所 パートナー

監 査 役 荒 巻 善 宏 税理士法人チェスター 代表

(注）１．当社と㈱プロネット、㈱パルコ及び㈱ヒューマンウェブとの間には開示すべき重要な取引
はありません。

２．㈱One's Life ホームは当社の子会社であります。
３．当社と㈱SPinnoとの間には開示すべき重要な取引はありません。
４．当社と東京晴和法律事務所との間には開示すべき重要な取引はありません。
５．当社と税理士法人チェスターとの間には開示すべき重要な取引はありません。

　

② 会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は役員との親族関係

該当事項はありません。
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③ 当事業年度における主な活動状況

地位 氏名 主な活動状況

取 締 役 高 橋 廣 司

当事業年度中に開催された取締役会15回全てに出席いた
しました。取締役会において、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性を確保するために適宜質問、指摘等の発言
を行っております。

常勤監査役 金 丸 結 城

当事業年度中に開催された取締役会15回全てに出席し、
監査役会13回全てに出席いたしました。取締役会におい
て、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めに適宜質問、指摘等の発言を行っております。また、
監査役会において、法令遵守及びコンプライアンス体制
ならびに監査結果について必要な発言を行っておりま
す。

監 査 役 榎 園 利 浩

当事業年度中に開催された取締役会12回全てに出席し、
監査役会10回全てに出席いたしました。取締役会におい
て、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めに適宜質問、指摘等の発言を行っております。また、
監査役会において、法令遵守及びコンプライアンス体制
ならびに監査結果について必要な発言を行っておりま
す。

監 査 役 荒 巻 善 宏

当事業年度中に開催された取締役会12回中11回に出席
し、監査役会10回中9回に出席いたしました。取締役会
において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保
するために適宜質問、指摘等の発言を行っております。
また、監査役会において、法令遵守及びコンプライアン
ス体制ならびに監査結果について必要な発言を行ってお
ります。

（注）監査役榎園利浩及び荒巻善宏の両氏は、平成27年３月30日開催の第39回定時株主総会におい
て、新たに選任され就任しており、当該株主総会後に取締役会は12回、監査役会は10回開催さ
れております。
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４．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 22,000千円

② 公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務報酬 －千円

③ 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22,000千円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取
引法」に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、
当社が支払うべき報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人による当事業年度監査計画の内容、監査時間及び報酬見積り
等の妥当性を検討した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人
の報酬等について、同意しております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が監査業務に重大な支障をきたし、職務を適切に遂

行することが困難と認められる場合、その他必要と判断される場合には、株主

総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたし

ます。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合には、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会計監査人との間に会社法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としておりま

す。
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、以

下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するため

の体制

コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス基本方針を定める。

コンプライアンスマニュアルを定め、全グループ会社の役職員に配布して

周知徹底を図る。

グループ全体のコンプライアンス体制を統括する組織としてコンプライア

ンス委員会を設置する。

コンプライアンス上問題がある事態を認知した場合は、直ちにコンプライ

アンス委員会に報告するものとする。コンプライアンス委員会は、問題の性

質に応じて適宜担当部署に問題の調査・対応を委嘱するとともに、重要と判

断した事例については社長に報告する。また、全社的な見地から対応を要す

る問題については、速やかにコンプライアンス委員会は調査委員会を組織す

るなどして真相究明を行うとともに再発防止策を含む対応についての提言を

行う。またコンプライアンス相談窓口を設置し、運営上の方針及び手続きと

内部通報者の保護の方法について内部通報者保護規程において定める。

社長室は、職務分掌規程に定める業務区分に基づき内部監査を行い、内部

監査結果及び改善状況について社長に報告する。

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、法令及び取締役会規程に基づき職務の執行の状況を取締役会に

報告する。報告された内容については取締役会議事録に記載または記録し、

法令に基づき保存するものとする。

取締役の職務の執行に関する情報の保存及び管理に関する基本規程として、

情報セキュリティ管理規程及び重要情報管理規程を定める。

重要情報に関しては、重要情報管理規程に基づき管理を行うとともにパス

ワードを付してアクセスを制限する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

内部統制規程に基づき、取締役会の決議によって内部統制プロジェクトを

設置する。

内部統制プロジェクトは、損失の危険の管理に関する事項を含む全グルー

プ会社における全社的な内部統制の整備及び運用状況の評価を行い、評価結

果及び改善状況を取締役会に報告する。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会規程に基づき定時取締役会を原則毎月１回開催し、必要ある場合

には適宜臨時取締役会を開催することとする。また、会議規程に基づき幹部

会を原則毎月開催することとし、経営情報の共有と業務運営の効率化を図る。

取締役を含む会社の業務執行全般の効率的な運営を目的として組織規程・

職務分掌規程・職務権限規程を定め、実態に応じて適宜改正を行う。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

関係会社の業務の円滑化と管理の適正化を目的として関係会社管理規程を

定める。また、関係会社の取締役等は、関係会社の業務及び取締役等の職務

の執行状況を定期的に当社の取締役会に報告する。

コンプライアンス基本方針は全グループ会社に適用し、全グループ会社の

法令順守に関する体制はコンプライアンス委員会が統括する。

関係会社の業務執行全般の効率的な運営を目的として組織規程・職務分掌

規程・職務権限規程を定め、実態に応じて適宜改正を行う。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人（以下「監査役補助者」という。）を

置くことを求めた場合においては、法令及び内部統制規程に基づき監査役ま

たは監査役会は当該使用人に関する事項を定めるとともに当該使用人の取締

役からの独立性を確保する体制を整備するものとする。

監査役補助者の選任及び異動については、あらかじめ監査役の承認を得な

ければならない。

監査役補助者の職務は監査役の補助専任とし、他の一切の職務の兼任を認

めないこととする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制

当社の取締役及び使用人等並びに関係会社の取締役及び使用人等が当社の

監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制につい

ては、監査役または監査役会が法令及び内部統制規程に基づき整備するもの

とする。

監査役は、取締役会規程に基づき取締役会に出席することを要する。

監査役は、監査役監査規程に基づき、平素より当社の取締役及び使用人等

並びに関係会社の取締役及び使用人等との意思疎通を図り、情報の収集に努

め、業務の実態を把握するものとする。

監査役に報告した者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないこととする。
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⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針

監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理等所要の費用の請求を

受けたときは、監査役の職務の執行に明らかに必要ないと認められる場合を

除き、その費用を負担する。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役監査の実効性を確保する体制については、監査役または監査役会が

法令及び内部統制規程に基づき整備するものとする。

監査役は、監査役監査規程に基づき、内部監査部門と緊密な連係を保ち内

部監査の結果を活用するよう努めるほか、監査上の必要性に従い内部監査部

門に報告を求め、また特定事項の調査を依頼することができるものとする。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

コンプライアンス基本方針及びコンプライアンスマニュアルにおいて、反

社会的勢力との一切の関係の遮断、不当要求の排除、取引の全面的禁止、影

響力の利用の禁止について定める。

不動産取引に際しては必ず外部調査機関による取引先のスクリーニング(反

社会性チェック)を行い、疑わしい場合においては取引を行わないものとす

る。

　

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおり

であります。

① 内部統制システム全般

内部統制規程に基づき、取締役会の決議によって内部統制プロジェクトを

設置しております。内部統制プロジェクトは、損失の危険の管理に関する事

項を含む全グループ会社における全社的な内部統制の整備及び運用状況の評

価を行い、評価結果及び改善状況を定期的に取締役会へ報告しております。

② コンプライアンス

法令遵守体制の点検・強化を推進するため、「コンプライアンス基本方針」

及び「コンプライアンスマニュアル」に基づき、コンプライアンス委員会を

設置しております。また、コンプライアンス違反行為の発生を防止するとと

もに、万が一これらの行為が発生した場合において当該事実を速やかに把握

し、適切に対処することを目的として、コンプライアンス相談窓口を社内・

社外に設置し、取組みを強化しております。

③ リスク管理体制

「危機管理マニュアル」に従って、リスクの識別・分析を行い、適切な対

― 16 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年03月02日 16時12分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



応を行っております。

④ 子会社経営管理

子会社の経営管理につきましては、当社経営企画室にて、経営管理体制の

整備、統括を実施しており、「関係会社管理規程」及び「子会社共通職務権限

表」を定め、子会社から事前の承認及び報告を受ける体制を整えております。

また、子会社からの財務状況及びその他の状況につきましては、月次で当社

の取締役会へ適宜報告しております。

⑤ 取締役の職務執行

当社は、「取締役会規程」に基づき、原則月１回の取締役会を開催し、法令

又は定款に定められた事項及び経営上重要な事項の決議を行うとともに、取

締役の職務執行の監督を行っております。また、社外取締役を選任し、取締

役会による当社取締役の職務執行の監督機能を強化しております。

なお、当事業年度につきましては、取締役会を15回開催しております。

⑥ 監査役

監査役は、取締役会への出席及び常勤監査役による重要な会議への出席及

び取締役、使用人からのヒアリングを通じて、当社の内部統制の整備、運用

状況について確認を行うとともに、より健全な経営体制と効率的な運用を行

うための助言を行っております。

また、監査役は会計監査人、社長室など内部統制に係る組織と適宜情報交

換を行い、連携を保ちながら監査の実効性を確保しております。

⑦ 内部監査の実施

当期における当社グループの主な取り組みとしては、内部監査基本計画に

基づき、当社及び子会社の内部監査を実施しております。

⑧ 従業員教育の実施状況

当社は従業員による法令等の遵守を徹底するため、「コンプライアンス基本

方針」及び「コンプライアンスマニュアル」を策定し、毎年、すべての従業

員に対して教育研修を定期的に実施しております。

⑨ 反社会的勢力排除に対する取組み

当社では、反社会的勢力との関わりを未然に防ぐべく、不動産取引に際し

ては必ず社内で取引先のスクリーニングチェックを行い、必要に応じて外部

調査機関による取引先のスクリーニングチェックを行っており、疑わしい場

合においては取引を行わないものとしております。また、不動産売買契約書

等にいわゆる「暴排条項」の記載を徹底しております。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成27年12月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 10,366,380 流 動 負 債 4,909,758

現 金 及 び 預 金 2,253,865 買 掛 金 470,936

売 掛 金 150,702 １年内償還予定の社債 44,500

販 売 用 不 動 産 7,699,161 短 期 借 入 金 3,629,821

未 成 工 事 支 出 金 1,975 １年内返済予定の長期借入金 101,635

貯 蔵 品 4,482 未 払 法 人 税 等 283,405

繰 延 税 金 資 産 137,585 そ の 他 379,459

そ の 他 125,787 固 定 負 債 453,300

貸 倒 引 当 金 △ 7,181 社 債 60,000

固 定 資 産 1,031,123 長 期 借 入 金 114,550

有形固定資産 572,005 資 産 除 去 債 務 7,128

建 物 110,459 そ の 他 271,621

土 地 1,681 負 債 合 計 5,363,059

賃 貸 不 動 産 438,754 純 資 産 の 部

そ の 他 21,109 株 主 資 本 6,034,445

無形固定資産 76,291 資 本 金 709,825

投資その他の資産 382,826 資 本 剰 余 金 670,825

投 資 有 価 証 券 81,030 利 益 剰 余 金 4,653,848

繰 延 税 金 資 産 30,451 自 己 株 式 △ 53

そ の 他 312,466

貸 倒 引 当 金 △ 41,121 純 資 産 合 計 6,034,445

資 産 合 計 11,397,504 負債純資産合計 11,397,504
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連 結 損 益 計 算 書
(平成27年１月１日から平成27年12月31日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 11,567,883

売 上 原 価 7,798,496

売 上 総 利 益 3,769,386

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,469,865

営 業 利 益 1,299,520

営 業 外 収 益

受 取 利 息 843

受 取 配 当 金 109

業 務 受 託 料 2,735

還 付 金 収 入 2,310

損 害 保 険 金 収 入 1,604

そ の 他 7,092 14,696

営 業 外 費 用

支 払 利 息 99,254

支 払 手 数 料 6,107

そ の 他 12,537 117,898

経 常 利 益 1,196,317

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,196,317

法人税、住民税及び事業税 467,952

法 人 税 等 調 整 額 4,354 472,306

少数株主損益調整前当期純利益 724,011

当 期 純 利 益 724,011
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連結株主資本等変動計算書
(平成27年１月１日から平成27年12月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本
純資産合計

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成27年１月１日残高 661,450 622,450 3,977,672 △ 53 5,261,519 5,261,519

当連結会計年度中の変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 48,375 48,375 96,750 96,750

剰 余 金 の 配 当 △ 47,835 △ 47,835 △ 47,835

当 期 純 利 益 724,011 724,011 724,011

当連結会計年度中の変動額合計 48,375 48,375 676,175 － 772,925 772,925

平成27年12月31日残高 709,825 670,825 4,653,848 △ 53 6,034,445 6,034,445
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連 結 注 記 表
　

　

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項】

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

全ての子会社を連結しております。

　連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 ㈱One’s Life ホーム

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社数 ―

持分法を適用しない関連会社 ―

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

２．会計処理基準に関する事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　① その他有価証券

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法を採用しております。

　② たな卸資産

　 販売用不動産及び未成工事支出金

個別法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

　① 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ７～18年

賃貸不動産 ５～47年

その他 ３～20年

　② 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいております。
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(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社は、確定拠出年金制度を導入しております。

(5) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しておりま

す。

(6) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当連結

会計年度の費用として処理しております。

３．金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「還付金収

入」及び「損害保険金収入」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲

記することとしております。また、前連結会計年度において、独立掲記しておりま

した「営業外収益」の「違約金収入」は、重要性が乏しくなったため、当連結会計

年度より「営業外収益」の「その他」に含めて表示しております。
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【連結貸借対照表に関する注記】

１．資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 253,047千円

　

２．担保資産及び担保付債務

担保資産

販売用不動産 4,137,656千円

賃貸不動産 79,008千円

計 4,216,664千円

担保付債務

短期借入金 3,322,921千円

１年内返済予定の長期借入金 61,140千円

長期借入金 58,260千円

計 3,442,321千円

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式(株) 7,915,000 193,500 － 8,108,500

（変動事由の概要）
新株予約権の権利行使による増加 193,500株

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式(株) 148 － － 148

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金の支払額

決 議
株式の
種 類

配当金の
総 額
(千円)

１株当たり
配 当 額

(円)
基準日

効 力
発生日

平成27年３月30日
定 時 株 主 総 会

普通株式 23,744 3.00 平成26年12月31日 平成27年３月31日

平成27年８月７日
取 締 役 会

普通株式 24,091 3.00 平成27年６月30日 平成27年９月１日
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度になるもの

　次のとおり、決議を予定しております。

決 議
株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の
総 額
(千円)

１株当たり
配 当 額

(円)
基準日

効 力
発生日

平成28年３月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 56,758 7.00 平成27年12月31日 平成28年３月30日

　

４．当連結会計年度末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の

初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 314,500株
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【金融商品に関する注記】

１．金融商品に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全かつ流動性の高い預貯金等に限定し、

また、資金調達については主に金融機関からの借入や社債の発行による方針であ

ります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒されておりますが、

相手先ごとの残高管理を行うとともに、回収遅延債権について適宜必要な調査を

行っております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変

動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成27年12月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、

時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは次表には含めておりません（（注）２．参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 2,253,865 2,253,865 －

資 産 計 2,253,865 2,253,865 －

(1) 買掛金 470,936 470,936 －

(2) 短期借入金 3,629,821 3,629,821 －

(3) 社債（１年内償還予定額を含む） 104,500 104,736 236

(4) 長期借入金（１年内返済予定額を含む） 216,185 212,834 △ 3,350

負 債 計 4,421,442 4,418,328 △ 3,114

(注)１．金融商品の時価の算定方法
資産
(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

― 25 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年03月02日 16時12分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



負債
(1) 買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

(2) 短期借入金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 社債
当社の発行する社債の時価は市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債の残存期
間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(4) 長期借入金
長期借入金のうち、１年内返済予定額については短期間で決済されるものであるため、
時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。変動金利に
よるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると
考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合
計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により
算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　 （単位：千円）

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 * 81,030

(*) 非上場株式等については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
るため、時価開示の対象としておりません。

【賃貸等不動産に関する注記】

当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸オフィスや賃貸住宅等を

所有しております。平成27年12月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は

37,941千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時

価は、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額（千円）
当連結会計年度末の時価

（千円）
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

446,716 △ 7,961 438,754 379,405

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度増減額は次のとおりであります。

　増加額 電気設備工事 221千円
　減少額 減価償却費 8,182千円

３．当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金額(指標
等を用いて調整を行ったものを含む)に時点修正を加えた金額であります。
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【１株当たり情報に関する注記】

　１株当たり純資産額 744円23銭

　１株当たり当期純利益 90円08銭

　

【重要な後発事象に関する注記】

新株予約権（有償ストック・オプション）の発行について

当社は、平成28年２月12日開催の当社取締役会において、会社法第236条、第238

条及び第240条の規定に基づき、下記のとおり新株予約権を発行することを決議いた

しました。

なお、本件は新株予約権を引き受ける者に対して公正価格にて有償で発行するも

のであり、特に有利な条件ではないことから、株主総会の承認を得ることなく実施

いたします。また、本新株予約権は付与対象者に対する報酬としてではなく、各者

の個別の投資判断に基づき引き受けが行われるものであります。

(1) 新株予約権の募集の目的及び理由

中長期的な当社グループの業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、当

社並びに当社子会社の取締役及び従業員の業績向上に対する意欲及び士気をより

一層向上させ、当社の中期経営計画における業績目標達成の意欲を高めることを

目的として、当社並びに当社子会社の取締役及び従業員に対して、有償にて新株

予約権を発行するものであります。

　

(2) 新株予約権の発行要領

① 新株予約権の数 3,872個

② 発行価額 新株予約権１個につき1,500円

③ 申込期日 平成28年２月23日

④ 新株予約権の割当日 平成28年２月29日

⑤ 払込期日 平成28年２月29日

　

(3) 新株予約権の内容

新株予約権の目的である株式の種類及び数 普通株式387,200株（新株予約権

１個につき100株）

　

(4) 新株予約権の割当てを受ける者

当社並びに当社子会社の取締役及び従業員 161名

　

【その他の注記】

　 該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(平成27年12月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 10,087,260 流 動 負 債 4,471,659

現 金 及 び 預 金 2,113,628 買 掛 金 165,751

売 掛 金 35,443 １年内償還予定の社債 44,500

販 売 用 不 動 産 7,700,507 短 期 借 入 金 3,589,821

貯 蔵 品 2,001 １年内返済予定の長期借入金 71,930

前 渡 金 47,733 リ ー ス 債 務 1,773

前 払 費 用 31,428 未 払 金 58,221

繰 延 税 金 資 産 137,314 未 払 費 用 144,935

そ の 他 25,693 未 払 法 人 税 等 283,405

貸 倒 引 当 金 △ 6,490 前 受 金 47,960

固 定 資 産 940,966 預 り 金 46,073

有形固定資産 522,649 前 受 収 益 13,561

建 物 38,346 そ の 他 3,725

車 両 運 搬 具 189 固 定 負 債 392,353

工具、器具及び備品 17,153 社 債 60,000

土 地 1,681 長 期 借 入 金 60,870

賃 貸 不 動 産 465,277 リ ー ス 債 務 5,440

無形固定資産 76,071 受 入 保 証 金 266,043

ソ フ ト ウ エ ア 74,445 負 債 合 計 4,864,013

そ の 他 1,625 純 資 産 の 部

投資その他の資産 342,245 株 主 資 本 6,164,214

投 資 有 価 証 券 81,030 資 本 金 709,825

関 係 会 社 株 式 0 資 本 剰 余 金 670,825

出 資 金 4,270 資 本 準 備 金 670,825

破 産 更 生 債 権 等 41,121 利 益 剰 余 金 4,783,618

長 期 前 払 費 用 3,514 利 益 準 備 金 2,200

長 期 預 金 51,500 その他利益剰余金 4,781,418

繰 延 税 金 資 産 27,577 別 途 積 立 金 100,000

そ の 他 174,353 繰越利益剰余金 4,681,418

貸 倒 引 当 金 △ 41,121 自 己 株 式 △ 53

純 資 産 合 計 6,164,214

資 産 合 計 11,028,227 負債純資産合計 11,028,227
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損 益 計 算 書
(平成27年１月１日から平成27年12月31日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 10,240,632

売 上 原 価 6,810,063

売 上 総 利 益 3,430,568

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,095,585

営 業 利 益 1,334,982

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,895

受 取 配 当 金 109

業 務 受 託 料 2,735

そ の 他 6,377 11,119

営 業 外 費 用

支 払 利 息 95,593

支 払 手 数 料 6,107

そ の 他 6,037 107,738

経 常 利 益 1,238,363

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 25,649 25,649

税 引 前 当 期 純 利 益 1,212,713

法人税、住民税及び事業税 467,772

法 人 税 等 調 整 額 △ 5,287 462,485

当 期 純 利 益 750,228
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株主資本等変動計算書
(平成27年１月１日から平成27年12月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

平成27年１月１日残高 661,450 622,450 622,450 2,200 100,000 3,979,025 4,081,225

当事業年度変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 48,375 48,375 48,375

剰余金の配当 △ 47,835 △ 47,835

当 期 純 利 益 750,228 750,228

当事業年度変動額合計 48,375 48,375 48,375 － － 702,392 702,392

平成27年12月31日残高 709,825 670,825 670,825 2,200 100,000 4,681,418 4,783,618

株 主 資 本

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

平成27年１月１日残高 △ 53 5,365,072 5,365,072

当事業年度変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 96,750 96,750

剰余金の配当 △ 47,835 △ 47,835

当 期 純 利 益 750,228 750,228

当事業年度変動額合計 － 799,142 799,142

平成27年12月31日残高 △ 53 6,164,214 6,164,214
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個 別 注 記 表

　

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

個別法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

によっております。

　

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ８～18年

賃貸不動産 ５～47年

工具、器具及び備品 ３～20年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいております。

　

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

５．退職給付に係る会計処理の方法

当社は、確定拠出年金制度を導入しております。
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６．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当事業年

度の費用として処理しております。

　

７．金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

　

【表示方法の変更】

（損益計算書関係）

前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「違約金収入」

は、重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外収益」の「その他」に

含めて表示しております。
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【貸借対照表に関する注記】

１．資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 175,022千円

　

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 54千円

短期金銭債務 3,889千円

　

３．担保資産及び担保付債務

担保資産

販売用不動産 4,137,880千円

賃貸不動産 79,008千円

計 4,216,889千円

担保付債務

短期借入金 3,322,921千円

１年内返済予定の長期借入金 61,140千円

長期借入金 58,260千円

計 3,442,321千円

　

４．保証債務

関係会社の銀行借入等に対する保証 153,464千円

【損益計算書に関する注記】

　関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 －千円

営業費用 31,290千円

営業取引以外による取引高 1,093千円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式(株) 148 － － 148
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【税効果会計に関する注記】

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

（流動）

棚卸資産評価損 52,785千円

未払不動産取得税 13,674千円

未払事業税 20,761千円

未払費用 46,916千円

その他 3,177千円

繰延税金資産の純額 137,314千円

（固定）

貸倒引当金繰入超過額 13,265千円

関係会社株式評価損 8,274千円

資産除去債務 3,309千円

控除対象外消費税等 1,904千円

その他 822千円

繰延税金資産の純額 27,577千円

【リースにより使用する固定資産に関する注記】

事務用機器の一部等を所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用してお

ります。
　

【関連当事者との取引に関する注記】

属性
会社等の

名称
所在地

資 本 金 又

は出資金

（千円）

事業の

内容

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者との

関係

取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社
㈱One’s

Life ホーム

東京都

世田谷区
20,000

建築その

他建設工

事全般に

関する事

業等

（所有）

100.0

債務保証

資金貸付

債務保証 153,464 － －

資金の貸付 150,000 － －

資金の回収 150,000 － －

利息の受取 1,093 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１.銀行借入等に対して債務保証を行っております。なお、保証料の受領はありません。
２.資金貸付の取引条件については、市場金利を勘案して決定しております。

　

【１株当たり情報に関する注記】

　１株当たり純資産額 760円23銭

　１株当たり当期純利益 93円34銭
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【重要な後発事象に関する注記】

新株予約権（有償ストック・オプション）の発行について

当社は、平成28年２月12日開催の当社取締役会において、会社法第236条、第238

条及び第240条の規定に基づき、下記のとおり新株予約権を発行することを決議いた

しました。

なお、本件は新株予約権を引き受ける者に対して公正価格にて有償で発行するも

のであり、特に有利な条件ではないことから、株主総会の承認を得ることなく実施

いたします。また、本新株予約権は付与対象者に対する報酬としてではなく、各者

の個別の投資判断に基づき引き受けが行われるものであります。

(1) 新株予約権の募集の目的及び理由

中長期的な当社グループの業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、当

社並びに当社子会社の取締役及び従業員の業績向上に対する意欲及び士気をより

一層向上させ、当社の中期経営計画における業績目標達成の意欲を高めることを

目的として、当社並びに当社子会社の取締役及び従業員に対して、有償にて新株

予約権を発行するものであります。

　

(2) 新株予約権の発行要領

① 新株予約権の数 3,872個

② 発行価額 新株予約権１個につき1,500円

③ 申込期日 平成28年２月23日

④ 新株予約権の割当日 平成28年２月29日

⑤ 払込期日 平成28年２月29日

　

(3) 新株予約権の内容

新株予約権の目的である株式の種類及び数 普通株式387,200株（新株予約権

１個につき100株）

　

(4) 新株予約権の割当てを受ける者

当社並びに当社子会社の取締役及び従業員 161名

【その他の注記】

　 該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年２月18日

株式会社サンセイランディック
　取締役会 御中

　有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 井 修 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 橋 本 裕 昭 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社サンセイランディックの平成27
年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社サンセイランディック及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年２月18日

株式会社サンセイランディック
　取締役会 御中

　有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 井 修 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 橋 本 裕 昭 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社サンセイランディックの
平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第40期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第40期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。

１ 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取
締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために
必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類

（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２ 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　平成28年２月18日
株式会社サンセイランディック 監査役会
常 勤 監 査 役 （社 外 監 査 役） 金 丸 結 城 ㊞

社外監査役 榎 園 利 浩 ㊞

社外監査役 荒 巻 善 宏 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　 １．提案の理由

　当社は、安定的な配当を継続することで、株主様への利益還元を継続するこ

とを中期経営方針としております。第40期につきましては当期純利益を計上す

ることもできたことから、株主様への利益還元を目的として剰余金の配当をご

提案するものであります。

　 ２．剰余金の処分

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

　金銭によるものとする。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　普通株式１株につき 金７円

　配当金の総額 金56,758,464円

(3) 剰余金の配当の効力発生日

　平成28年３月30日
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第２号議案　取締役１名選任の件

取締役は現在５名選任いただいておりますが、経営の透明性確保及びコーポレー

ト・ガバナンスの一層の強化を図るため、新たに取締役１名の選任をお願いいたし

たいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名

(生 年 月 日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当

社の株式数

荒
あらまき よしひろ

巻 善宏

(昭和56年10月７日生)

平成16年12月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査

法人トーマツ）入所
－平成19年10月 ㈱チェスター 代表取締役

平成20年６月 税理士法人チェスター 代表（現任）
平成27年３月 当社 社外監査役（現任）

(注) １．荒巻善宏氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．荒巻善宏氏は、社外取締役候補者であります。
３．荒巻善宏氏を社外取締役候補者とした理由は、公認会計士及び税理士として豊富な経験及

び幅広い見識を有しており、これまでの当社社外監査役としての経験をもとに、当社経営
の透明性と健全性を高めていただけると判断したためであります。

４．当社と荒巻善宏氏は、取締役に就任する際は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項に定める損害賠償責任の限度額において、同法第425条第１項に定める最低
責任限度額とする責任限定契約を締結する予定であります。

５．当社は、荒巻善宏氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりますが、
同氏の選任が承認された場合には、引き続き同氏は独立役員となる予定でおります。

６．荒巻善宏氏は、現在当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は、本
総会終結の時をもって１年となります。

７．荒巻善宏氏は、現在当社の社外監査役であり、同氏の取締役選任が本総会において承認可
決されることを条件にして、本総会終結の時をもって辞任することにより、当社社外監査
役を退任する予定であります。

８．荒巻善宏氏の任期は、当社定款の規定により、平成28年12月期に係る定時株主総会終結の
時までになります。
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第３号議案　監査役２名選任の件

監査役金丸結城及び荒巻善宏の両氏は、本株主総会終結の時をもって辞任いたし

ますので、新たに監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます（荒巻善宏氏は、

第２号議案が本総会において承認可決されることを条件として、本総会終結の時を

もって辞任いたします。）。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

(生 年 月 日)
略歴、地位及び重要な兼職の状況

所有する当

社の株式数

１
山
やまぐち こうきち

口 孝吉

（昭和31年４月８日生）

昭和54年４月 ㈱小泉製作所 入社

－

昭和60年１月 大京観光㈱（現 ㈱大京）入社
平成10年８月 日本綜合地所㈱（現 大和地所レジデ

ンス㈱）入社
平成10年12月 同社総務部長
平成13年４月 同社監査室長
平成18年６月 同社常勤監査役
平成21年10月 ㈱イオプラネット 入社
平成22年10月 ㈱旭熱学設立 取締役（現任）
平成23年３月 工藤建設㈱ 入社
平成27年６月 ㈱サンビルド 入社

２
平
ひらさわ まさる

澤 勝

（昭和26年７月21日生）

昭和45年４月 ㈱成増名店街 入社

－

昭和61年１月 大島会計事務所 入所
平成５年３月 税理士登録
平成８年１月 平澤勝税理士事務所開所 所長（現

任）
平成20年11月 ユフ精器㈱ 監査役
平成21年４月 財団法人ユフ福祉センター 監事（現

任）
平成22年12月 ダイヤモンドコミュニティ㈱ 監査役

（現任）
(注) １．山口孝吉及び平澤勝の両氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．山口孝吉及び平澤勝の両氏は、社外監査役候補者であります。
３．山口孝吉氏は常勤監査役候補者であります。
４．山口孝吉氏を社外監査役候補者とした理由は、大手不動産会社での監査役経験を有し、幅

広い見識を活かして、当社監査体制をさらに強化できると判断したためであります。
５．平澤勝氏を社外監査役候補者とした理由は、税理士としての豊富な経験と幅広い見識を有

しており、当社監査体制をさらに強化できると判断したためであります。
６．当社と山口孝吉及び平澤勝の両氏は、監査役に就任する際は、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任の限度額において、同法第425条第１
項に定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結する予定であります。

７．山口孝吉及び平澤勝の両氏は東京証券取引所の定めに基づく独立社員の要件を満たしてお
りますので、両氏の選任が承認された場合には、独立役員となる予定であります。

８．山口孝吉及び平澤勝の両氏の任期は、当社定款の規定により、平成30年12月期に係る定時
株主総会終結の時までとなります。
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件

監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の

選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名

(生 年 月 日)
略歴及び重要な兼職の状況

所有する当

社の株式数

金
かなもり ひろゆき

森 浩之

(昭和37年４月24日生)

昭和63年10月 監査法人朝日新和会計社（現 有限責

任 あずさ監査法人）入所

－

平成15年７月 金森公認会計士事務所設立 所長（現任）
平成18年８月 カッパ・クリエイト㈱（現 カッパ・

クリエイトホールディングス㈱）監査

役（現任）
平成22年10月 みなと公認会計士共同事務所 代表（現任）
平成25年３月 ㈱RS Technologies 監査役（現任）

(注) １．金森浩之氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．金森浩之氏は、社外監査役候補者であります。
３．金森浩之氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士及び税理士としての経験と幅広

い見識を活かし、監査体制がさらに強化できると判断したためであります。
４．当社と金森浩之氏は、監査役に就任する際は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項に定める損害賠償責任の限度額について、同法第425条第１項に定める最低
責任限度額とする責任限定契約を締結する予定であります。

５．金森浩之氏が監査役に就任する際は、当社は同氏を東京証券取引所に対し、独立役員とし
て届出を行う予定であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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御茶ノ水

新御茶ノ水新御茶ノ水

小川町小川町

淡路町淡路町

大手町

神
田

読売新聞社
東西線

新宿線

半蔵門線

千
代
田
線

三田線

Ｃ１番出口Ｃ１番出口

Ｂ６番出口

Ａ１番出口Ａ１番出口

４番出口

５番出口

日本経済新聞社

ホテル
ヴィラフォンテーヌ
大手町

三井住友銀行

三菱東京UFJ銀行

みずほ銀行

デニーズ

首都高速都心環状線

神田橋I.C.

神田警察通り

靖国通り

外
堀
通
り

ベルサール神田
BELLESALLE KANDA

住友不動産神田ビル

Ｊ
Ｒ
山
手
線

Ｊ
Ｒ
中
央
線

ＪＲ総武線

銀
座
線

中
央
通
り

丸
ノ
内
線

本
郷
通
り　
　

株主総会会場ご案内図

会 場 東京都千代田区神田美土代町７番地

住友不動産神田ビル２階 ベルサール神田

・都営地下鉄新宿線「小川町」駅「Ｂ６番出口」徒歩２分
・東京メトロ丸ノ内線「淡路町」駅「Ｂ６番出口」徒歩２分
・東京メトロ千代田線「新御茶ノ水」駅「Ｂ６番出口」徒歩２分
・ＪＲ・東京メトロ銀座線「神田」駅「４番出口」徒歩７分
・東京メトロ半蔵門線・東西線・千代田線・都営地下鉄三田線
 「大手町」駅「Ｃ１番出口」徒歩８分

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎駐車場はご用意しておりませんので、お車でのご来場はご遠慮願います。
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